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未活⽤労働の遡及

（現状・課題）

 労働⼒調査では、2018年に新たな調査票への変更を⾏い、
2018年１〜３⽉期からの詳細集計において、未活用労働指標の
公表を開始。

 現状では、2017年以前の結果が存在しないため、⻑期的な
時系列⽐較ができない状況。

 労働⼒調査（詳細集計）の公表を開始した2002年以降の
未活用労働の遡及方法を検討



3

未活⽤労働の遡及

（推計方針）

 2017年以前の旧調査票においても、未活用労働の集計が
可能な調査事項は存在。

 本資料では、2017年以前の未活用労働の遡及に当たり、
現⾏の未活用労働とほぼ同概念となるよう組み替え集計を
⾏うことで、2002年以降の遡及値を試算。



未活⽤労働の遡及方法（案）
項 目（2018年以降） 2017年以前の遡及方法 要 件

15歳以上人口 公表値 -
労働⼒人口 「就業者」＋「失業者」 -

就業者 公表値 -

うち追加就労希望就業者 2017年以前は、右要件(3)に関する調査事項が
存在しないため、推計が必要（次⾴以降）

(1) 週35時間未満の就業時間の就業者
(2) 就業時間の追加を希望
(3) 就業時間の追加が可能

失業者 「完全失業者」＋「完全失業者以外の失業者」
(1) 就業者ではない
(2) １か⽉以内に求職活動を⾏っている
(3) すぐに就業できる

完全失業者 公表値 -

完全失業者以外の
失業者

就業希望又は就業内定者の非労働⼒⼈⼝のうち、
（1）１か月以内に求職活動を⾏っている
（2）すぐに就業できる

(1) 就業者ではない
(2) １週間以内に求職活動を⾏っていないが、

１か⽉以内に求職活動を⾏っている
(3) すぐに就業できる

非労働⼒人口 「非労働⼒人口（公表値）」
－「完全失業者以外の失業者」 -

うち潜在労働⼒人口 「拡張求職者」 + 「就業可能非求職者」 -

拡張求職者
就業希望又は就業内定者の非労働⼒⼈⼝のうち、
（1）１か月以内に求職活動を⾏っている
（2）すぐにではないが、２週間以内に就業できる

非労働⼒人口のうち、
(1)１か⽉以内に求職活動を⾏っている
(2) すぐではないが、２週間以内に就業できる

就業可能非求職者 右要件のとおり
(1)１か⽉以内に求職活動を⾏っていない
(2) 就業を希望している
(3) すぐに就業できる 4
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追加就労希望就業者の遡及
（問題点）
 追加就労希望就業者の遡及に当たっては、2018年以降の新調査票で新設した

調査事項を用いており、旧調査票を用いた組み替え集計は困難。

(i)〜(iii)の推計方法により、追加就労希望就業者の遡及値を試算

追加就労希望就業者
要 件

調査事項 該当者（万⼈）

旧調査票
(〜2017年)

新調査票
（2018年〜） 2018年

(1) 週35時間未満の
就業時間の就業者

基礎調査票
⑤・⑧

基礎調査票
⑤・⑥

2308
=(1)

(2) 就業時間の追加を
希望

特定調査票
A2

特定調査票
A2

270
=(1)∩(2)

(3) 就業時間の追加が
できる － 特定調査票

A6
183

=(1)∩(2)∩(3)

調査事項なし
（推計が必要）



追加就労希望就業者の遡及方法（案）
(i) 構成割合による方法

(ii) ダミー変数による方法

𝑌௧︓追加就労希望就業者,  𝑥௧︓要件(1)∩(2)の者,𝑥௧ᇱ︓要件(1)∩(2)∩(3)の者（=追加就労希望就業者）,  𝛼തଵ଼௬︓2018年平均の構成割合, 𝑡︓四半期

𝑍௧ ൌ 𝑇௧ ൅ 𝐶௧ ൅ 𝑆௧ ൅ 𝛾𝐷௧ ൅ 𝐼௧,   𝑌௧ൌ 𝑍௧ െ 𝛾𝐷௧

𝑌௧ ൌ 𝛼തଵ଼௬ ∗ 𝑥௧  , 𝛼തଵ଼௬ ൌ 𝑥ଵ଼௬ᇱ𝑥ଵ଼௬ 

𝑌௧︓追加就労希望就業者𝑍௧︓調整前系列（2017年以前︓要件(1)∩(2)の者、2018年以降︓要件(1)∩(2)∩(3)の者（=追加就労希望就業者）𝑇௧︓トレンド成分,  𝐶௧︓循環変動成分,  𝑆௧︓季節成分, 𝐼௧︓不規則成分, 𝐷௧︓要件(3)ダミー（2017年Q4以前︓1, 2018年Q1以降︓0）, 𝛾︓回帰係数, 𝑡︓四半期
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𝛼തଵ଼௬︓0.678  (e.g. αଵ଼୕ଵ︓0.668, 𝛼ଵ଼ொଶ︓0.678, 𝛼ଵ଼ொଷ︓0.680, 𝛼ଵ଼ொସ︓0.680)

※各成分の推定に当たっては、線形・ガウス型状態空間モデルを仮定し、カルマンフィルタを用いて状態推定

 ダミー変数により要件(3)を追加したことによる水準変化(𝛾𝐷௧ሻを推計

 「要件(1)∩(2)の者」に占める「要件(1)∩(2)∩(3)の者」の構成割合（2018年平均）を用いて
四半期別に推計



追加就労希望就業者の遡及方法（案）（続き）

𝑙𝑜𝑔 𝑝௜ 1 െ 𝑝௜⁄ ൌ 𝛽଴ ൅ 𝛽ଵ𝑥௜ଵ ൅ ⋯൅ 𝛽௣𝑥௜௣
𝑥௜ଵ, 𝑥௜ଶ,⋯ , 𝑥௜௣︓説明変数（性別、年齢階級、産業、職業、地域、短時間就業の理由等）

𝑝௜︓要件(3)の選択確率

 調査対象者ごとの集計用乗率𝑤௜,௧に推定された選択確率𝑝௜を乗じ、それらを足し上げることで
2017年以前各⽉の結果𝑌෠௧を遡及。得られた遡及結果（⽉次）を四半期化。𝑌෠௧ ൌ෍𝑝௜ ∗ 𝑤௜,௧௜

(iii) ロジステック回帰モデルによる方法
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𝑤௜,௧︓調査対象者𝑖の集計用乗率，𝑝௜︓調査対象者𝑖の推定選択確率𝑌෠௧︓追加就労希望就業者の推計値, 𝑡︓⽉次

 2018年各⽉における要件(1)及び(2)に該当する者のうち、要件(3)に該当（非該当）の場合に
1(0)となる被説明変数としたロジスティック回帰モデルを構築。

 同モデルを用いて、2017年以前の調査対象者の属性変数から要件(3)の選択確率 𝑝௜を推定。

𝛽଴,𝛽ଵ,⋯ ,𝛽௣︓回帰係数



追加就労希望就業者の遡及結果（試算）
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未活⽤労働及び未活⽤労働指標の遡及結果
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未活⽤労働の推移 –男⼥計-

※2017年以前の未活用労働指標の遡及に当たり、ここでは「構成割合による方法」により追加就労希望就業者を遡及

潜在労働⼒人口（遡及集計）

追加就労希望就業者（遡及推計）

（参考）完全失業者

失業者（遡及集計）

（万人）

遡及値
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未活⽤労働指標（LU1〜LU4）
失業者

労働⼒⼈⼝

失業者＋追加就労希望就業者
労働⼒⼈⼝

失業者＋潜在労働⼒⼈⼝
労働⼒⼈⼝＋潜在労働⼒⼈⼝

失業者＋追加就労希望就業者＋潜在労働⼒⼈⼝
労働⼒⼈⼝＋潜在労働⼒⼈⼝

＝ × 100

＝ × 100

＝ × 100

 未活⽤労働指標１（LU1）

 未活⽤労働指標４（LU4）

 未活⽤労働指標３（LU3）

 未活⽤労働指標２（LU2）

＝ × 100

追加就労希望就業者 潜在労働力人口
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未活⽤労働指標の推移 –男⼥計-

※2017年以前の未活用労働指標の遡及に当たり、ここでは「構成割合による方法」により追加就労希望就業者を遡及

（％）

遡及値
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結果のまとめ・学会報告等での反応

（結果のまとめ）
 追加就労希望就業者の遡及については、本報告において検討した方法

（「構成割合」、「ダミー変数」、「ロジスティック回帰モデル」）による結果に
大きな違いはみられなかった。

（学会報告等における主な意⾒）
 「追加就労希望就業者」の推計方法に関して、調査票以外の情報を

用いた遡及可能性についても検討した方がよいのではないか。


